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公営事業
会計関係

<市長>
<副市長>

就任回数
中川　清

平成27年11月21日なかがわ　きよし

昭和１５年１１月　３日　市制施行
昭和２３年　９月　１日　編入　朝日村の一部，荒川沖，都和村
昭和２９年１１月　１日　編入　上大津村
昭和５６年　３月　１日　境界変更　阿見町住吉地区の一部
昭和６３年　９月　１日　境界変更　阿見町大字阿見の一部
平成１８年　２月２０日　編入　新治村

※　参考値は，国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の値

現議員数

　土浦市は，日本第２の湖，霞ヶ浦の西岸に位置し，首都東京から６
０ｋｍ，成田国際空港から４０ｋｍに位置し，茨城県南の中核都市とし
て発展してきた。気候は，年間を通して比較的温和であり，霞ヶ浦か
ら筑波山ろくに至る豊かな自然環境に恵まれている。主なイベントと
して春は，２万７千人が参加する「かすみがうらマラソン大会（兼）国
際盲人マラソン」，秋には日本一の「土浦全国花火競技大会」や「カ
レーフェスティバル」が盛大に開催される。
　平成２０年度からは，「水・みどり・人がきらめく　安心のまち　活力
のまち　土浦」を将来都市像とする第７次土浦市総合計画に基づき，
市民との協働により「日本一住みやすい」まちづくりを進めている。

矢口　迪夫

3 期目

公明5人，共産2人，新社会1人，無所属20人

人

④機構図（平成２５年４月１日現在）

任 期

全職員数 普通会計関係

人

党　派　別

③職員数（平成２４年４月１日現在）

副市長

議　　　　長

任　　　　期

五頭　英明/小泉　裕司

28

長

67 歳）

うち一般行政関係

条例定数平成27年4月30日

②議会（平成２５年５月１日現在）

寺内　充

28

②地勢・風土等

①沿革

世帯数

144,060

51,738

女

53,630 56,663

144,106 143,839

土浦市（つちうらし）

info@city.tsuchiura.lg.jp

Ⅲ－１ 122.99地方公共
団体コ－ド

＜概要＞

〈 住所 〉
〈 ＦＡＸ 〉 029-822-9252

都市開発（一部区
域）
特定防衛施設

〈 Ｈ Ｐ 〉

面積082031

http://www.city.tsuchiura.lg.jp/

法適用（上水）
法非適用（公共下水
特定環境下水　農業集
落排水　宅造　市場
駐車場）

消防賞じゅつ金　交通共済　非常勤
公務災害　市町村会館管理　税滞納
整理　し尿処理　社会教育退職手当
ごみ処理　老人福祉センタ－運営
土地区画整理

公営企業一部事務組合加入事業

ｋ㎡

常住人口

142,809

71,378

58,155

（平成２５年４月１日）

71,431

（Ｈ25 3 31住基人口）

1,030

3,256 百円
一般行政職の
平均給料月額

943

1,023

平成23年4月1日全職員数
の  推  移

平成21年4月1日

ラスパイ
レス指数

④有権者数（平成２５年３月２日現在） ⑤老齢人口割合

87

平成22年4月1日

96.0

641

参考値
※

平成１７年

男 71,694
1,039

③人口・世帯数

72,366

71,600

72,239
1,054

104.0 区分

合計

人
口

国勢調査

72,288

平成１２年

71,818

平成２２年

市章等

〈e-mail〉

類型

副議長

（人）

①長等（平成２５年５月１日現在）

＜行政組織＞

土浦市下高津一丁目20番35号
〈 ＴＥＬ 〉

〒 地域指定300-8686

029-826-1111

<副市長>
市 長 公 室－秘書課，政策企画課，行政経営課，財政課
                　広報広聴課，男女共同参画課
総　 務 　部－総務課，人事課，管財課，新庁舎整備課，課税課，納税課
市民生活部－市民活動課，生活安全課，市民課，環境保全課
　　　　　　　　　環境衛生課
保健福祉部－国保年金課，健康増進課
      ｜
福祉事務所－社会福祉課，障害福祉課，こども福祉課
　　　　　　　  　高齢福祉課
産   業   部－商工観光課，農林水産課，農村整備課
建   設   部－道路課，住宅営繕課，下水道課，水道課
都市整備部－都市計画課，建築指導課，公園街路課
　　　　　　　　 土浦駅北開発事務所

<会計管理者>－会計課

<教育委員会>
<教育長>　 －教育総務課，学務課，生涯学習課，文化課
<教育部長> 　スポ－ツ振興課，指導課
     ｜
幼稚園・小学校・中学校
 
<消防本部>－総務課，予防課，警防救急課，通信指令課
     ｜
土浦消防署，荒川沖消防署，神立消防署，新治消防署

<議　会>    －議会事務局

<監査委員>－監査事務局

<行政委員会>
農業委員会，選挙管理委員会，公平委員会
固定資産評価審査委員会

老齢人口割合

千円3,160

％23.9

（Ｈ25.3.31住基人口）

8,990 千円

％67.9

22.4

％

％3.2

(百万円・人）

人口１人当り

195

農家数

68,366

％

657,702

製造品出荷額等

－

2,104

66.7

事業所数

農業
（平成２２年２月１日）

1.0

第３次

③農業・工業・商業

第１次

31.8224,785

7,124

卸・小売業
（平成２４年２月１日）

706,549

れんこん，玄そば，梨，グラジオラス，アルストロメリア，柳，
水産加工品

471,016

－

④特産物

1,812

総額・総数

製造業
（平成２４年２月１日）

事業所数

市町村内総生産 7,065

59,010

①生産・所得（平成２２年度）

④有権者数（平成２５年３月２日現在）

＜産業・経済＞

⑤老齢人口割合

女

58,459
有権者数

男

117,469

計

億円

第２次

4,545

総生産額（平成２２年度）

％

②産業構造

住民所得

区分

億円

就業者１人当り

574,273

農業就業人口

年間販売額 
（H18.4.1～19.3.31）

2,553

15,284

15,324

％

うち専業農家戸数

就業人口（平成２２年国調）

従業者数

（H23.1.1～12.31）

395

従業者数

11,840

46,395

2,174

（人・百万円）
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［89.4］

87.3

［89.5］

95.7

［97.8］

85.7

地方交付税

増減額

82.8

－

96

1,323

17.2

17.9

△ 256

18 4

9.3

1.0

521

△ 873

2,540

－

44.4

21.9

53,479

12,063 －

6.0

うち臨財債費

国庫支出金

歳　　　入

地方債

6.73,431

1,408

0.622,929

幼稚園 ※11.2793

9.0 36.5

141

中学校 ※

＜公共施設整備状況＞（平成２３年度）

41.7

－

7,192

14.3

13.1

7,881

決算額

1,066,091

55,017

構成比

160 0.3

4.6

4,951

22

20 園

－

9,221

9,573

3,754

保育所24.3

－

公民館等

△ 14.9

空き店舗を活用し まちなかに新市庁

①主要施策実施状況

内　　　容 概　 算
事業費

名　　称

－

＜主要施策等＞

H25

期間

その他

形式収支

地方税

実質収支

平成２３年度決算

354,834

55,016,951

△ 66,068

＜財政状況＞

①決算収支

1,860,583

歳　　出

歳　　入 51,585,689

区分

131,057

区　　分

単年度収支

1,537,492

209,157

実質単年度収支

49,725,106

- (）

9,844,164

市町村民税・法人
（構成比）

）

2,310,641

8,881,389

-

7.6

-

2,415,232

53,479,459

9.0

校

固定資産税
（構成比）

11,891,437

市町村税合計
（国保除く） 26,757,121

）（

小学校 ※ 20

②主な歳入・歳出（平成２３年度）

－

増減率

989,944

児童館

-

（百万円・％）

44.4

（ ）

校9

56

42.9 ）

22,929,367

(

か所

老人福祉施設

％

％

道路改良率

か所 117

45.9か所

病院・一般診療所 か所

※のみ平成２４年度

［90.5］

プ－ル

か所

1 か所

3

7,756,733

）

10.1

33.8

（百万円）

％

76.5

％上水道等普及率

汚水処理普及率1 93.8

戸 道路舗装率

5

体育館 か所

か所 96.5

1,249

1

△ 1.1

－

7.6

公営住宅

－ 図書館

歳　　　出

うち繰入金

9 867

4,975

扶助費

義務的経費

公債費

投資的経費

23,768

人件費

区分
平成２２年度決算

6.7

徴収率
[  ]は県平均値

④市町村税の状況（平成２３年度） （千円・％）

(（

収入額

（千円・％）

増減率
調定額

市町村民税・個人
（構成比）

33.2

経常収支比率

8.5

－

686

債務負担行為支出予定額（B)

標準財政規模（平成２４年度）

地方債現在高（A)

28,394

百万円

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

[5,921]

[19,479]

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

37,091

<主要課題>
・霞ヶ浦の水質浄化への対応
・中心市街地活性化の推進
・第４次行財政改革大綱の推進
・安心・安全なまちづくりの推進
・企業誘致の推進

<特色ある行政>
・福祉コミュニティ圏の構築
・市民と協働によるまちづくり
・「中学３年生」までの医療費無料化制度（所得制限の撤廃）
・食のまちづくり
・小・中学校への太陽光発電システムの整備

財政力指数（平成２２年度～平成２４年度） [0.693]

14,343 百万円積立金現在高（C)

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

[2,886]5,322 百万円

[22,514]

[14,930]百万円

8.6

1,794

83.9

％

百万円46,112

18.4

(

65.4

)－

17.2

(実質赤字比率 11.89

％

％

－ ％

％

10.7

[88.0]

③主要指標（平成２３年度）

・健全化判断基準

16.89

－ －

0.867

・普通会計に関する主な指標

(350.0)

連結実質赤字比率

実質公債費比率

)

将来負担比率

(25.0)

19.9

4,613

37.1

うち繰出金

その他の経費

6,346

19,845

11.9

うち単独

－

37.32,501

17.5

空き店舗を活用し，まちなかに新市庁
舎を整備することにより，中心市街地
活性化に寄与するとともに，市民サー
ビスの一層の向上を図る。

－

市営斎場建設事
業

3,224
－ H25

～
H26

新庁舎整備事業

小町の館を整備し，小町の里周辺の自
然環境や歴史・伝承といった様々な地域
資源と特性を活かし，交流人口の拡大に
よる産業の振興や地域経済の活性化を
図る。

H24
～

H27
3,094

H21
～

H25
373

現斎場は老朽化が著しいことから，よ
り一層の利便性の向上を図るため，
市民ニーズに合わせた新斎場の整備
を図る。

9,867

普通建設事業費

うち補助 4,536

9,214

投資的経費

H24
～

H28

医療体制強化事
業

小町の館整備事
業

②今後の主要課題・特色ある行政等
[63.6]

258

[10.4]

H19
～

H25

老朽化が進んでいる土浦小学校の校
舎及び屋内運動場の改築を行い，学
習環境の改善を推進する。

3,019
土浦小学校校舎
及び屋内運動場
改築事業

筑波大学に寄附講座を開設し，地域医療
を担う人材の育成を図り，霞ヶ浦医療セ
ンター内に土浦市地域臨床教育ステー
ション（仮称）を設置し，地域医療の充実
を図る。
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